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敬
老
の
日
だ
か
ら
ね
。

僕
か
ら
父
さ
ん
と

母
さ
ん
に
プ
レ
ゼ
ン
ト

ま
あ
、

う
れ
し
い
ね
ぇ
。

で
も
、こ
れ
は

な
ん
だ
い
？

消
火
器
と

火
災
警
報
器
だ
よ
。

高
齢
者
の
住
宅
火
災
は

気
づ
く
の
が
遅
れ
て

逃
げ
遅
れ
る
場
合
が

多
い
ん
だ
っ
て
。

だ
か
ら
煙
に
す
ぐ
に

気
が
つ
く
よ
う
に
ね

こ
れ
で
い
つ

火
事
に
な
っ
て
も

大
丈
夫
だ
な

そ
れ
は

ダ
メ
で
す
！

ま
あ
、こ
ん
な

便
利
な
も
の
も

あ
る
の
ね
え
、

あ
り
が
と
う
ね

ほ
ら
、こ
れ
は
火
が

燃
え
移
ら
な
い
よ
う
に

防
炎
に
な
っ
て
い
る

エ
プ
ロ
ン
な
ん
で
す

キ

［身近な防火・防災］
プロジェクト

ー ワ ー ド で 日

今月の 
キーワード

本 が わ か る !

【［身近な防火・防災］プロジェクト】みぢかなぼうか・ぼうさいぷろじぇくと
高齢者を住宅火災から守るため、 9月の敬老の日に住宅用防災機器等を高齢者に贈ることなどを全国に呼
びかける［住宅防火・防災キャンペーン」など、身近な防火・防災対策をみんなで考える取組。
※住宅用防災機器等とは…住宅用火災警報器、住宅用消火器、エアゾール式簡易消火具、防炎品、家具の転倒防止器具などがあります。

M
onthly keyw

ord

高齢者を住宅火災から守る
ために重要なのは、火事を
「早く知る」、「早く消す」、
「火を広げない」こと。
そこで、住宅の防火防災対
策を兼ねた「敬老の日」とな
るよう、高齢者へ住宅用火
災警報器や消火器、防炎品
などをプレゼントしたり、天
井にあって点検しにくい住宅
用火災警報器の点検を手伝
うことを推奨しているんだ。

敬
老
の
日
に

「
火
の
用
心
」の
贈
り
物
。

　

住
宅
火
災
に
お
け
る
死
者
（
放
火
自

殺
者
等
を
除
く
）
は
、
建
物
火
災
に
よ

る
死
者
の
約
９
割
を
占
め
て
お
り
、
こ

の
多
く
が
６５
歳
以
上
の
高
齢
者
と
な
っ

て
い
ま
す
。
さ
ら
に
は
、
高
齢
社
会
の

進
展
と
と
も
に
、
ま
す
ま
す
高
齢
者
の

住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
の
増
加
が
懸
念

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

９
月
１７
日
は
「
敬
老
の
日
」。
「
多

年
に
わ
た
り
社
会
に
つ
く
し
て
き
た
老

人
を
敬
愛
し
、
長
寿
を
祝
う
日
」
と
し

て
制
定
さ
れ
た
国
民
の
祝
日
で
す
。

　

消
防
庁
で
は
、
昨
今
の
住
宅
火
災
の

傾
向
を
踏
ま
え
、
こ
の
「
敬
老
の
日
」

に
住
宅
火
災
か
ら
高
齢
者
を
守
る
た
め

に
で
き
る
こ
と
を
み
ん
な
で
考
え
る
「
住

宅
防
火
・
防
災
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
を
展

開
し
ま
す
。「
敬
老
の
日
」
に
は
、
高

齢
者
へ
住
宅
用
の
火
災
警
報
器
や
消
火

器
、
防
炎
品
な
ど
を
プ
レ
ゼ
ン
ト
し
た

り
、
天
井
に
あ
っ
て
点
検
し
に
く
い
住

宅
用
火
災
警
報
器
の
点
検
や
家
具
の

転
倒
防
止
器
具
の
設
置
の
手
伝
い
な
ど
、

住
宅
の
防
火
防
災
対
策
を
兼
ね
た
「
敬

老
の
日
」
に
し
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ

う
か
。

発行　総務省　〒100-8926　東京都千代田区霞が関2-1-2（中央合同庁舎第2号館） ☎03-5253-5111（代表）

身近な防火・防災

高齢者を住宅火災から
守るには？

火災を自動的に感知して周りに知らせ、逃げ遅れを防ぐ住宅
用火災警報器。消防法ですべての住宅に設置が義務付けら
れており、火災時の煙や熱を有効に感知できる位置に設置す
ることが必要です。また、電池切れで万が一の時に作動しな
かったということがないよう、定期的に作動確認をすることが
大切です。

早く知る！

火災を初期段階で消火できる住宅用消火器やエアゾール式
簡易消火具。これらの消火機器は、いざというときのために
日頃から使用方法の訓練をしておくことが大切です。その
他、住宅用スプリンクラー設備、コンロ用自動消火装置など
は、自動的に消火を行うことから訓練の必要もなく、高齢者
のいる家庭では特に設置をお薦めします。

早く消す！

カーテンやじゅうたんをはじめ、エプロン、衣類、寝具などに
燃えにくい繊維を使用したり加工処理をした防炎品。火災の
拡大だけでなく、コンロの火などが着ている衣服に燃え移る
「着衣着火」を防ぐのにも効果的です。

火を拡大させない！
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平成 年版

総務省では、このほど情報通信の現状をまとめた
『平成24年版　情報通信白書』を公表しました。

情報通信白書は、情報通信政策を推進する総務省が公表する報告書です。
平成24年版では、「ICTが導く震災復興・日本再生の道筋」

という特集テーマのもとに、検証と分析を重ね展望を提示しています。

情報通信白書
が公表されました

24特
集

第１章では「成長戦略の要となるICTとグローバル展開」を検証し、
第２章では「『スマート革命』が促す ICT産業・社会の変革」を分析、

そして第3章では、「大震災からの教訓とICTの役割」を展望しています。

情報通信白書で
こんなことがわかる

1第 　部
特集 ICTが導く震災復興・日本再生の道筋
東日本大震災の発生は我が国の社会経済に大きな影響を与えました。
人口減少・高齢化の進展等様々な課題に直面する中、日本再生に向けた取組が求められています。
これらを踏まえICTが震災復興・日本再生に貢献する道筋について展望します。

第1章

ICTが成長のエンジンであり万能ツール（GPT
（GeneralPurposeTechnology））として
日本再生に貢献する道筋を検証。

成長戦略の要となる
ICTとグローバル展開

第2章

ユビキタスネットの完成、スマートフォン等の
登場によるICT産業・サービス構造や利用
者動向の変化を分析・展望。

「スマート革命」が促す
ICT産業・社会の変革

第3章

東日本大震災における情報行動等を分析
し、耐災害性を備えた国づくりに果たすICT
の役割を展望。

大震災からの
教訓とICTの役割

2第 　  部 情報通信の現況と政策動向

第4章

平成23年度における総務省実施の承認統計・業務統計を中心に、日
本の情報通信の現状を示す最新のデータを掲載。

情報通信の現況
第5章

平成23年度における情報通信分野での最新の政策動向について、
総務省の取組を中心に記述。

情報通信政策の動向
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識
字
率
が
50
〜
80
％
の
国
・
地
域
で
も

携
帯
電
話
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
が
普
及

し
、
I
C
T
は
開
発
途
上
国
の
貧
困
か

ら
の
脱
出
ツ
ー
ル
と
し
て
も
期
待
さ
れ
て

い
ま
す
。
特
に
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
地
域
は

7
.
2
%
と
大
き
な
潜
在
成
長
力
が
あ
り

各
国
・
地
域
で
も
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
整
備

や
I
C
T
利
活
用
の
戦
略
的
取
組
が
進
ん

で
い
ま
す
。

　

そ
の
中
で
、
我
が
国
は
各
種
I
C
T
国

際
指
標
で
立
ち
止
ま
り
傾
向
に
あ
り
ま
す

一
方
、
国
内
市
場
の
規
模
は
大
き
く
、
モ

バ
イ
ル
産
業
な
ど
の
強
み
も
あ
り
ま
す
が

ハ
ー
ド
系
の
落
ち
込
み
が
大
き
く
内
需
主

導
型
で
す
。
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
を
視
野
に

入
れ
た
経
営
戦
略
の
強
化
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

我
が
国
の
情
報
化
進
展
度
は
部
門
間
で

大
き
な
格
差
が
あ
り
、
I
C
T
化
と
企
業

改
革
を
併
せ
て
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
す

ま
た
教
育
・
医
療
分
野
で
も
I
C
T
化
の

効
果
が
確
認
さ
れ
て
い
ま
す
。
公
的
分
野

で
の
I
C
T
利
活
用
は
I
C
T
化
の
趣

旨
に
関
す
る
認
知
に
課
題
が
あ
る
も
の
の

I
C
T
を
活
用
し
た
街
づ
く
り
に
つ
い
て

は
７
割
以
上
の
自
治
体
が
肯
定
的
に
捉
え

て
期
待
を
高
め
て
い
ま
す
。

国　際　展　開

利活用

需要

ICT

成
長
の
エ
ン
ジ
ン

万
能
ツ
ー
ル
（
Ｇ
Ｐ
Ｔ
）

＝

社会課題（成長の制約条件）解決を先導するICT
（例：少子高齢化、財政悪化、労働人口の減少、地方の疲弊）

利活用から
生じる影響

生産誘発
雇用誘発
　　など

需要から
生じる影響

経済成長を先導するICT

ICT産業

ICT利用部門
企 業
家 計
政 府

内需 外需

開発途上国の貧困からの脱出とICT

サービス革新
生産性向上
　　　　など
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ＩＣＴが、あらゆる領域に活用される万能ツールとして日本再生に貢献していく姿を検証しています。

識字率が50～80%
の国・地域でも携帯電
話やインターネットの普
及が広がり、ICTは開
発途上国の貧困から
の脱出ツールとしても
期待されています。

広告や音楽配信といったインターネットサービスの市場化
では他国に先行し優位性を持っているものの、追いつか
れつつある状況です。

ICTが成長に貢献する道筋 インターネットの市場化
（音楽配信・広告ゲーム）

ICTの普及率×識字率

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
社
会
基
盤
化
等
を

背
景
に
、
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
・
ク
ラ
ウ

ド
・
ソ
ー
シ
ャ
ル
を
経
て
、
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
等
の
普
及
に
よ
り
ユ
ビ
キ
タ
ス

ネ
ッ
ト
環
境
が
完
成
し
ま
し
た
。
膨
大
な

情
報
流
通
・
蓄
積
の
活
用
ー
ビ
ッ
グ
デ
ー

タ
と
の
融
合
を
「
ス
マ
ー
ト
革
命
」
と
と

ら
え
、
そ
の
成
長
へ
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
、

モ
バ
イ
ル
産
業
や
メ
デ
ィ
ア
を
中
心
に
産

業
側
、
利
用
者
側
両
面
か
ら
分
析
し
ま
し

た
。

　

他
方
、
サ
イ
バ
ー
攻
撃
、
と
り
わ
け
標

的
型
攻
撃
の
脅
威
が
顕
在
化
し
、
97
％
の

企
業
が
何
ら
か
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
を
講
じ
て
お
り
、
官
民
連
携
の
強
化
な

ど
関
係
者
が
一
体
と
な
っ
て
対
策
の
強
化

を
進
め
て
い
ま
す
。
近
年
、
サ
イ
バ
ー
空

間
の
在
り
方
に
関
す
る
国
際
的
議
論
が
展

開
さ
れ
る
中
、
日
米
共
同
声
明
で
連
携
強

化
が
盛
り
込
ま
れ
る
な
ど
、
我
が
国
も
積

極
的
に
参
画
し
情
報
を
発
信
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
活
用
は

I
C
T
の
潜
在
力
を
大
き
く
強
化
し
ま

し
た
。
米
国
で
も
戦
略
的
取
組
を
開
始
し

て
お
り
、
日
本
も
戦
略
的
資
源
と
し
て
位

置
付
け
て
い
ま
す
。

ス
マ
ー
ト
革
命

インターネット・
携帯電話の
世界的普及

ネットワーク環境の統合化
（クラウド・ワイヤレス）

ソーシャルサービス
の定着

デバイスの進化
（マルチスクリーン、

Ｍ２Ｍ）

（
個
人・企
業・政
府
）

社
会
基
盤
化

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の

（
開
発
途
上
国
を
含
む
）

携
帯
電
話
の
発
展
基
盤
化

クラウド
・あらゆる情報がネット
　ワーク上で流通・蓄積

ワイヤレス
・Wifi普及による有線・
　無線の連携
・放送のデジタル化による　
　通信・放送連携

ビッグデータの活用
・ネットワーク上に極めて大量に流通・蓄積する
　データを高速で収集・解析することにより、社会
　経済の課題解決やサービスの付加価値向上

ソーシャル
・あらゆる人の
　「つながり」を実現

スマートフォン等の普及
・いつでも、どこでも、ＰＣ
　相当の機能でアクセス

Ｍ２Ｍ通信の可能性
・あらゆるモノも
　「つながり」の対象に

ネットワーク、メディア・サービス、デバイス各層の「スマート化」の進展

「ユビキタスネットワーク環境」の実現

× ×

○最近のスマートフォン等の普及、Ｍ２Ｍ通信の可能性、ビッグデータの活用への新潮流が、
　「ユビキタス」と「スマート」の融合を加速し、「スマート革命」へ

「
ユ
ビ
キ
タ
ス
」
と
「
ス
マ
ー
ト
」
の
融
合

インターネットの社会基盤化を背景にユビキタス環境が完成。ビッグデータ活用と融合して「スマート革命」へ。スマートフォンは急速な普及を見せています。

世界の携帯電話台数に占めるスマートフォンの比率（予測）
26.6%［2011］ 　 51.8%［2015］

、。、。、

ICTは成長のエンジンであり、あらゆる領域に活用される万能ツールとして成長戦略と課題解決の要の位置にあります。
ICTを取り巻く現状と課題について、ICT産業、ICT利用部門の2側面から多面的に分析しました。

スマートフォンの普及等によるユビキタスネット環境の完成と膨大な情報の活用の融合を『スマート革命』ととらえつつ、
その成長へのポテンシャルを、モバイル産業やメディアを中心に産業側、利用者側両面から分析しました。

成長戦略の要となるICTとグローバル展開第1章「スマート革命」が促すICT産業・社会の変革第2章
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ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
は
09
年
か
ら
11
年
で
、

世
界
で
2
.
7
倍
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
で

は
4
.
2
倍
に
市
場
が
拡
大
し
、
我
が

国
の
通
信
キ
ャ
リ
ア
は
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

へ
の
シ
フ
ト
、
異
業
種
連
携
な
ど
付
加
価

値
領
域
へ
の
シ
フ
ト
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

　

日
本
の
I
C
T
産
業
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
関
連
）
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
比
率
が
5

割
を
超
え
、
特
に
モ
バ
イ
ル
ネ
ッ
ト
の
市

場
規
模
が
突
出
し
て
い
る
状
況
で
す
。
モ

バ
イ
ル
産
業
は
「
エ
コ
シ
ス
テ
ム
間
」
競

争
と
な
り
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
確
保

し
、
ア
プ
リ
ベ
ン
ダ
ー
を
取
り
込
み
な
が

ら
利
用
者
を
誘
導
す
る
戦
略
が
用
い
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
の
普
及
に
よ
り
、

電
子
商
取
引
等
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の

サ
ー
ビ
ス
利
用
が
拡
大
し
ま
し
た
。
サ
ー

ビ
ス
・
広
告
・
端
末
市
場
へ
の
消
費
拡

大
に
よ
る
経
済
波
及
効
果
は
年
間
約

7.
2
兆
円
、
雇
用
創
出
効
果
は
33.
8
万

人
と
推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
等
の
普
及
を
我
が
国
全
体
の
成
長

の
バ
ネ
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
が
重
要
で

あ
り
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
国
際
標
準

化
の
重
要
性
も
増
し
て
い
ま
す
。

グラフは2009年の販売台数からの伸び率を示しています。iOS、Android 
OS端末が市場の拡大を牽引したことがわかります。その結果、各地域で、アッ
プル社と中・韓・台メーカーが大きく伸長しました。

スマートフォン等普及が消費市
場に与える効果を波及効果も
含めて推計すると、7.2兆円に
達します。半数以上は、情報産
業以外の一般産業に波及。
雇用創出効果も３３万人を超え
る状況です。

タブレット端末は電子書籍リーダーとしての性格が顕著であることがわかります。

2011年スマートフォン販売台数

スマートフォン等普及による経済波及効果・雇用誘発効果

パソコンを100とした場合の
各端末からのサービス利用度

算出項目 推計結果
（年間）

① 直接効果 36,567
億円

② 経済波及効果
　 （生産誘発額合計）

71,778
億円

③ 雇用誘発効果 33.8 万人

フィーチャー
フォン

スマートフォン

タブレット端末

パソコン

検索

250

150

50

SNS

電子
書籍

電子新聞

動画配信

音楽配信

オンライン
ゲーム

ネット
ショッピング

14.6%

52.7%

アップル
中韓台（計）
日本（計）
RIM
ノキア
その他

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000
（千台）

0

4.2倍

2.4倍

2.2倍

3.3倍

1.4倍

44.4% 30.8%

54.1%

39.9%

19.3% 31.3%

20.7%

日本 アジア太平洋 北米 欧州 その他

8.3%

Android 46％
iOS 19%

世界全体
  （OS別）

37,915

億円
〈産業内訳〉

13,789

10,481

3,177
01,615

3,322

594

886

通信業
放送業
情報サービス業
映像・音声・文字
情報制作業
情報通信関連製造業
情報通信関連サービス業
情報通信関連建設業
研究
一般産業

　

被
災
地
域
で
は
、
震
災
発
生
時
は
ラ
ジ

オ
、
震
災
直
後
は
携
帯
電
話
・
メ
ー
ル
と

地
上
波
放
送
が
高
く
評
価
さ
れ
ま
し
た
。

発
災
直
後
や
津
波
情
報
の
収
集
は
４
割
強

が
ラ
ジ
オ
か
ら
の
も
の
で
し
た
。
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
か

ら
も
即
時
性
・
地
域
性
の
高
い
情
報
が
収

集
さ
れ
る
一
方
、
携
帯
電
話
が
長
時
間
使

用
不
能
と
な
っ
た
こ
と
へ
の
指
摘
が
多
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
近
隣
地
域
で
は
、
地
震
の
ニ
ュ
ー

ス
を
知
っ
た
の
は
テ
レ
ビ
が
最
も
高
く
、

ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
は
低
い
比
率
に
と

ど
ま
り
ま
し
た
。

　

震
災
後
は
全
体
の
約
7
割
の
地
方
公
共

団
体
が
ク
ラ
ウ
ド
導
入
な
ど
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
活
用
強
化
を
検
討
す
る
一
方
、
大

企
業
で
は
約
4
割
強
、
中
小
企
業
で
は
約

6
割
が
導
入
に
消
極
的
で
し
た
。

　

多
様
な
手
段
で
の
迅
速
・
確
実
な
情
報

提
供
が
必
要
と
さ
れ
る
災
害
時
に
向
け
、

携
帯
電
話
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
耐
災
害
性

の
強
化
と
端
末
の
機
能
強
化
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
に
向
け
最
先
端
の
I
C
T
を
活
用

し
た
安
全
・
安
心
で
未
来
志
向
の
街
づ
く

り
へ
の
取
組
が
必
要
で
す
。

震災時利用メディアの評価

業務継続計画（BCP）策定済みの地方公共団体は、都道府県では約４割に達
していますが、町村では3.5％にとどまっています。ただ、震災を踏まえ、BCP策定
への認識が高まっています。

BCPを策定済み、もしくは震災後検討中の企業は４割に留まり、地方自治体と
比較し、震災による意識の変化は小さいといえます。大企業ではBCPの策定が
進む一方、中小企業では策定率が低く、企業規模により格差があります。

業務継続に対する意識の変化［地方自治体］ 業務継続に対する意識の変化［民間企業］

ePub版電子書籍に動画版情報通信白書（特集部分の説明動画）が添付されており、スマートフォン・タブレット端末で閲覧していただくことが可能です。
なお、Android端末向け電子書籍リーダー等における動画再生対応状況が確認できていないため、動画配信サービスを経由した動画のみの配
信もあります。
※動画版情報通信白書が添付されていないePub版電子書籍のダウンロードも可能です。

 「情報通信白書ePub版電子書籍」を無料で提供しています。

総務省情報通信白書ホームページ
http://www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/whitepaper/

インターネット
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〈時期別の利用メディアの評価〉
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イ
ン
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ネ
ッ
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電
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携
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メ
ー
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イ
ン
タ
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ネ
ッ
ト
メ
ー
ル

地
上
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放
送
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放
送

CS
放
送

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

ワ
ン
セ
グ
放
送

AM
ラ
ジ
オ

FM
ラ
ジ
オ

臨
時
災
害
放
送
局

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ラ
ジ
オ

行
政
機
関
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

報
道
機
関
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

検
索
サ
イ
ト

SNS

Tw
itt

er

動
画
共
有
サ
イ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
放
送

位
置
情
報
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

防
災
無
線

FA
X

近
隣
住
民
の
口
コ
ミ
そ
の
他

電話
・携
帯事
業者
の災
害伝
言板
ダイ
ヤル

n=328
震災発生時

震災直後

4月末まで

電話・メール その他放送

策定済みであり、東日本大震災を契機に
見直しを行った（又は検討中である）

未策定だが、東日本大震災以降、
策定に向け検討中である

策定済みであり、東日本大震災を契機に
特段見直しは行っていない

未策定だが、東日本大震災前から
策定に向け検討中である

未策定であり、策定に向けた
検討も行っていない

全体
（n=800）
都道府県
（n=27）
市区

（n=382）
町村

（n=391）

〈業務継続計画（BCP）の策定状況〉
0 20 40 60 80 100%

33.5 19.0 37.8

29.6
5.8

8.1

1.5 2.0

5.5

4.0
11.133.3

34.6

25.9

24.3 27.5

33.0 50.413.0

〈業務継続計画（BCP）の策定状況〉
0

27.9 15.4

11.18.5 8.9 66.0

58.9

35.8

全体
（n=2,976）

大企業
（n=699）

中小企業
（n=2,277）

20

10.710.910.1

40 60 80 100%

9.4

10.0 10.95.5

策定済みであり、東日本大震災を契機に
見直しを行った（又は検討中である）

未策定だが、東日本大震災以降、
策定に向け検討中である

策定済みであり、東日本大震災を
契機に特段見直しは行っていない

未策定だが、東日本大震災前から
策定に向け検討中である

未策定であり、策定に向けた検討も
行っていない

震災発生時は即時性
の高いラジオ、震災直
後には双方向性を有す
る携帯電話・メールと映
像を伴う地上波放送の
評価が高く、発生直後
や津波情報の収集で
は、即時性の高い一
斉同報型ツールが高
い利用率を示しました。

東日本大震災におけるICTの役割について、被災地域や近隣地域における情報行動と、地方自治体や企業における発
災時の事業継続とその後の意向に関して分析しました。

大震災からの教訓とICTの役割第3章 「スマート革命」が促すICT産業・社会の変革第2章

震災直後には、計帯電話、携帯メール、地上波放送の
有用性に対する評価が向上し、4 月末には、携帯電話、
携帯メール、地上波放送の有用性がラジオを上回った。

震災発生時から 4 月末に至る中で、行政機関・報道機
関のホームページや検索サイト等に対する評価が向上
している。

震災発生時には、AM ラジオの評価
が最も高く（60.1％）、次いで FM ラ
ジオが続いている。

震災当初はラジオが唯一の情報入手
手段であった。しかし、地域の被災
状況等が分からず、津波被害がいか
に大きかったのかを知るのも送れた。
誰が何をしているのか分からず
非常に不安になった。
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防災の日にちなみ、家族や友人、職場の同僚たちと体験利用日に使い方を確認するとともに、
災害時の安否確認方法をあらかじめ決めておくなど、いざというときに備えるようにしましょう。

9月1日は防災の日
災害時の安否確認に
災害用伝言サービス

災害用伝言サービスの
体験利用日
災害用伝言サービスは、災害発生時に提
供されるものですが、以下の体験利用日に
も運用されており、体験することができます。

● 毎月1日、15日
● 正月三が日
　（1月1日～3日）
● 防災とボランティア週間
　（1月15日～21日）
● 防災週間
　（8月30日～9月5日）

　

東
日
本
大
震
災
の
よ
う
な
大
き
な
災

害
時
は
通
信
が
大
混
雑
し
ま
す
。
震
災

時
に
は
、
被
災
地
へ
の
電
話
は
も
ち
ろ

ん
、
首
都
圏
等
で
も
安
否
確
認
の
電
話

が
最
大
で
平
常
時
の
50
倍
以
上
も
集
中

し
、
長
時
間
つ
な
が
り
に
く
く
な
り
ま
し

た
。

　

こ
う
し
た
通
信
の
混
雑
の
際
に
も
、

家
族
や
知
人
の
安
否
確
認
や
、
避
難
場

所
の
連
絡
等
を
ス
ム
ー
ズ
に
行
え
る
の
が

「
災
害
用
伝
言
サ
ー
ビ
ス
」
で
す
。
被

災
地
の
方
が
自
宅
の
固
定
電
話
宛
に
伝

言
を
録
音
し
全
国
か
ら
確
認
で
き
る「
災

害
用
伝
言
ダ
イ
ヤ
ル
」
や
、
携
帯
電
話

で
伝
言
を
登
録
す
る
「
災
害
用
伝
言

板
」、
パ
ソ
コ
ン
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
か

ら
伝
言
を
登
録
す
る
「
災
害
用
伝
言
板

（
w
e
b
1
7
1
）」
な
ど
、
通
信
各

社
が
提
供
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
一
部
の

通
信
会
社
は
電
話
が
つ
な
が
り
に
く
い
災

害
時
に
パ
ケ
ッ
ト
通
信
を
利
用
し
て
音
声

で
安
否
確
認
を
行
え
る
「
災
害
用
音
声

お
届
け
サ
ー
ビ
ス
」
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

災
害
時
に
備
え
普
段
か
ら

使
い
方
を
確
認
し
よ
う

震度６弱以上の地震などの発生により被災地への安否確認通話など
が増加し、被災地への電話がつながりにくい状況になった場合に提供。
（提供の開始、登録できる電話番号などの運用方法、提供条件につい
ては、テレビやラジオ、インターネットで告知。P12災害用伝言板、災害
用伝言板（web171）、P13災害用音声お届けサービスも同様。）

提供開始

一般電話（プッシュ回線、ダイヤル回線とも）、公衆電話、ISDN、災害時
にNTT が避難場所に設置する特設公衆電話等。また、携帯電話や
PHS からも利用可能。

利用できる電話

被災地域（都道府県単位）内の電話番号をキーとして登録し、伝言の
録音・再生を実施。携帯電話や一部のIP電話からもサービス自体は利
用可能ですが、携帯電話番号や050番号を、登録の際の電話番号とし
て利用することはできません。

登録できる電話番号（被災地電話番号）

録音時間は１件あたり30秒以内。１電話番号あたりの登録可能件数は
最大10件。保存期間は登録から最大48時間。保存期間を経過すると
自動的に消去（自動消去以外の方法で削除することはできません）。登
録が10件に達すると、自動消去されるまでそれ以上の登録はできなくな
ります。
※伝言の登録可能件数や保存期間は、変更になる場合があります。

登録可能件数と保存期間

伝言の録音・再生には、被災地の電話番号までの通話料が必要
です。

料金

災害用
伝言ダイヤル
（171）

被災地の方が「171」をダイヤルする
と、自宅の固定電話番号宛てに伝言を
録音することができ、全国から再生で
きます。

「171」をダイヤルするとガイダンスが流れるので、それにしたがって「1 」をダイヤルし伝言を録音します。
この伝言は48時間保存されます。伝言を聞くには「171」のあとに「２」をダイヤルしてください。

「171」さえ覚えておけば、あとはガイダンスに沿って使えます。

災害用伝言ダイヤル（171）の使い方

※  他人に聞かれたくない伝言などは暗証番号の利用による録音・再生も可能です。なお、設定したパスワードは事前に相手に伝えておく必要があります。

「171」 をダイヤル。 （ガイダンスが流れます）

被災地の自宅の電話番号、または、連絡をとりたい被災地の方の
電話番号を市外局番から入力（ガイダンスが流れます）

再生する時は「2」録音する時は「1」

伝言が再生されます伝言を録音します
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災害用
音声お届け
サービス

災害用
伝言板

携帯電話・PHSの
インターネット接続
機能を使い、被災地
の方が伝言を文字
で登録、携帯電話・
PHS番号をもとに
全国の携帯電話・
PHS・PCから伝言
を確認できます。　

災害が発生した地域で伝言を登録することができます。登録可能な地
域の詳細については、各社の「災害用伝言板サービス」内の案内ペー
ジから確認。

登録できる地域

登録可能件数は１つの携帯電話番号あたり最大10件で、それを超える
伝言は古いものから順次上書きされていきます（手動による削除も可能で
す）。保存期間は１つの災害での災害用伝言板を終了するまで。

登録可能件数と保存期間

「無事です。」「被害があります。」「自宅にいます。」「避難所にいます。」
等の状況を選択式で選びます。さらに、全角100 文字以内のコメントを
入れて登録可能。コメントのみの登録や状況の複数選択も可能です。

登録できる内容

災害用伝言板の利用料・パケット通信料は無料。(他社の災害
用伝言板のアクセスにはパケット通信料が必要）

料金

［ 確認方法 ］

災害用伝言板

次へ
戻る

090 ××××××××
08/09/01　17:30
無事です。
今、家族全員で近所
の小学校にいます。

ご利用方法

災害用伝言板

安否情報を確認した
い人の携帯電話番号
を入力してください。
090 ××××××××

検索

安否情報の登録・確認
ができます

登録
確認
削除

ご利用方法

災害用伝言板 災害用伝言板

090××××××××
1　08/09/01　17:30
2　08/09/01　15:20
3　08/09/01　14:40
4　08/09/01　13:10
5　08/09/01　11:50

戻る

「災害用伝言板」の中から
「確認」を選択。1 安否を確認したい人の携帯

電話・PHS番号を入力し、
「検索」を押す。

2 伝言が登録されていると一
覧が表示されるので、詳細
を確認したい伝言を選択。

3 伝言を確認。4

各社トップページの「災害用伝言板」から安否情報の登録、確認が可能です。あらかじめ指定しておいた
家族や友人等に、災害用伝言板に登録されたことをメールで知らせるサービスも提供しています。

災害用伝言板の使い方

［ 登録方法 ］

 トップメニューから災害
用伝言板を選択。1  「災害用伝言板」の中の「登

録」を選択。2  「無事です。」等、現在の状
態を選び、任意で100文字
以内のコメントを入力。（状
態の複数選択や、コメント
のみの利用も可能）

3  最後に「登録」を押して完
了。続いて登録内容を送信
する場合は「送信」を選択。

4

● スマートフォンにおいては、専用アプリケーションのダウンロードが必要な場合があります。
● 登録方法、登録可能な地域、登録件数、保存期間、通信料等の詳細については、各社の「災害用伝言板」の案内ページをご確認ください。

注意点

災害用伝言板

送信

登録しました。
登録した伝言を下記の
アドレスに通知します。

通知される相手に
お客様の携帯電話番号が

表示されます。
〇〇〇〇 @ 〇〇 .ne.jp

1 メニューリスト
2 エリア情報
3 週刊ガイド

検索

災害用伝言板 災害用伝言板

安否情報の登録・確認
ができます

登録
確認
削除

ご利用方法

災害用伝言板
●状態
□ 無事です。　　　
□ 被害があります。
□ 自宅にいます。
□ 避難所にいます。

●コメント（1～100文字）
（例） 今、家族全員で近所の小

学校にいます。

登録

「災害用ブロードバンド伝言板（web171）」に新たな機能が追加され、8月30日より「災害用伝言板（web171）」として提供開始しています。上記の災害用伝言板と同様
に、固定電話番号・携帯電話番号をもとにPCやスマートフォンなどから伝言の登録・確認を行えるサービスです。新たに追加された主な機能は以下の通りです。
・携帯・PHS版災害用伝言板との連携により、登録された安否情報を一括で検索する機能
・伝言を登録した際に、あらかじめ設定しておいた通知先へメールや音声（電話）による伝言登録内容の通知
https://www.web171.jpにアクセスすることで利用可能です。より詳しい利用方法等　は以下のURLを参照してください。 
NTT東日本：http://www.ntt-east.co.jp/saigai/web171/index.html　NTT西日本：http://www.ntt-west.co.jp/dengon/web171/index.html

災害用伝言板（web171）

送信者が携帯電話端末
でファイル化した音声
をパケット通信で送信
し、受信者は受信した音
声ファイルを携帯電話
端末で再生することで
安否が確認できます。

30秒以内の音声メッセージ。

登録可能内容

各社の災害対策用アプリをインストールしたスマートフォン等から同じ通信事業
者の利用者宛てに送信が可能。
受信はほぼ全ての端末で可能。詳細は各社で異なるので以下のＵＲＬを参照。
ドコモ：http://www.nttdocomo.co.jp/info/disaster/disaster_voice/
KDDI：http://www.au.kddi.com/notice/onsei_otodoke/index.html
SBM：http://mb.softbank.jp/mb/service/dengon/models/

利用可能端末について

最大20件で保存期間は48時間～10日間（各社異なる）。
メッセージは受信者がダウンロードした時点でサーバ上から削除。

登録可能件数と保存期間

各社の専用アプリケーションから利用することが可能です。
連絡をとりたい相手に直接、音声メッセージを送信することができます。

災害音声お届けサービスの使い方

［ アプリからの送信 ］

「災害用音声お届け
サービス」を押す。1

災害用伝言板

災害用
音声お届け
サービス

「新規送信」を押す。2

新規送信

受信メッセージ

送信メッセージ

電話番号を入力し
「次へ」を押す。3

電話帳から選ぶ

次へ

090 ××××0000

「録音」を押して音
声を録音。4

宛先：090××××0000

録音ボタンを押して
録音を開始してくださ
い。録音可能時間は
30 秒です。

録音

録音が終了したら
「完了」を押す。5

宛先：090××××0000

録音中です。お話しく
ださい。完了する場合
は完了ボタンを押して
ください。

完了

確認

再録音

「送信」を押す。6

送信

［ アプリでの受信 ］

受信通知SMSの
リンクを選択。1

災害用音声お届け
メッセージ受信の
お知らせ

2012/0/00 12:42:00
送り主 090××××0000

確認したい音声
メッセージを選択。2

090××××0000　2012/0/00 10:58:00

確認済

080××××0000　2012/0/00 12:42:00

未確認

090××××0000　2012/0/0 12:42:00

未確認

OKを選択。3

確認
メッセージを取得しますか？

キャンセル OK

音声メッセージを
確認。4

返信

［ SMSでの受信 ］

音声メッセージ取得 音声メッセージ再生

注意　
再生した場合、送り主に対して、

メッセージが確認されたことが通知されます。

お客様あてにメッセージが届いています。

受信を選択。1

音声メッセージが
届きました

再生を選択。2

再生する場合は
下の再生ボタンをクリックしてください。

2012/00/00 10:00:00
送り主 090××××0000

メッセージ取得中。3

受信

音声メッセージを
取得しています。

キャンセル

メッセージ取得後
再生を開始。4

090 ××××0000 災害用音声
お届けサービス

再生許諾

再生

2012/00/00　10:00:00
090××××0000からの

メッセージ

停止
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、

国民視点の行政を実現する！
行政評価局調査

　
行
政
評
価
局
調
査
と
は
、
各
府
省

の
業
務
や
複
数
府
省
に
ま
た
が
る
政

策
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
調
査
を
行

い
、
各
府
省
で
は
見
出
せ
な
い
課
題

や
問
題
点
を
把
握
・
分
析
し
、
そ
の

結
果
を
基
に
、
関
係
府
省
へ
見
直
し

や
改
善
事
項
を
指
摘
す
る
こ
と
で
、

よ
り
よ
い
行
政
へ
つ
な
げ
て
い
く
も

の
で
す
。

　
具
体
的
に
は
、
①
調
査
テ
ー
マ
の

選
定
、
②
調
査
の
実
施
、
③
改
善
事

項
の
指
摘
（
勧
告
）、
④
指
摘
後
の

改
善
状
況
の
検
証
（
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
）、
と
い
う
一
連
の
活
動
に
よ
っ

て
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
調
査
テ
ー
マ
は
、
内
閣
の
重
要
方

針
を
踏
ま
え
、
政
務
三
役
を
中
心
と

し
た
オ
ー
プ
ン
な
議
論
を
経
て
お
り

行
政
分
野
を
聖
域
な
く
カ
バ
ー
し
つ

つ
選
定
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
は
、
最
近
勧
告
を
行
っ
た
法

曹
養
成
制
度
や
自
殺
予
防
対
策
に
関

す
る
調
査
と
、
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を

行
っ
た
調
査
を
3
つ
紹
介
し
ま
す
。

行
政
評
価
局
調
査
と
は
？

最近勧告またはフォローアップを行った調査テーマ

人目標は未達成。合格率
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調査テーマ 勧告日
フォローアップ

1回目 2回目
気象行政評価・監視 H22.11.26 H23.6.17 H24.6.18

食品流通対策に関する行政評価・監視
－食品の流通部門の構造改善に係る事業を中心として－

H 23.7.29 H24.3.15 ―

法曹人口の拡大及び法曹養成制度の改革に関する政策評価 H24.4.20 ― ―

自殺予防対策に関する行政評価・監視 H24.6.22 ― ―

国から補助・委託等を受けている公益法人に関する調査 H24.7.31 ― ―

現在調査中のテーマ

調査テーマ 調査時期
鳥獣被害防止対策に関する行政評価・監視 H23.9.1～

農地の保全及び有効利用に関する行政評価・監視 H23.10.3～

ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価 H23.12.1～

医薬品等の普及・安全に関する行政評価・監視 H23.12.1～

高齢者の社会的孤立の防止対策等に関する行政評価・監視 H24.1.13～

外国人の受入れ対策に関する行政評価・監視－技能実習制度等を中心として－ H24.３.23～

申請手続に係る国民負担の軽減等に関する実態調査－東日本大震災に係るものを中心として－ H24.4.10～

農地公共事業に関する行政評価・監視－農業水利施設を中心として－ H24.8.1～

医療安全対策に関する行政評価・監視－医療事故及び院内感染対策を中心として－ H24.8.1～

法曹人口の拡大及び法曹養成制度の
改革に関する政策評価
勧告日：平成24年4月20日     勧告先：法務省、文部科学省

　司法制度改革推進計画（平成14年３月）に基づき法曹人口
が拡大（平成13年２万1864人→23年３万5159人）し、弁護
士ゼロ・ワン地域がほぼ解消するなど、国民の法的サービスへの
アクセスの改善のための基盤整備など一定の効果がありまし
た。一方、司法試験合格者数は目標に達しておらず、また、法科

大学院修了者についても目標の中で例示された合格率に達し
ていません。そこで、法曹人口の拡大及び法曹養成制度の改革
に関する政策について、総体としてどの程度効果を上げているか
などの総合的な観点から、初めて調査を実施し、必要な改善措
置について勧告しました。

司法試験の
年間合格者数に
係る目標値の検討

問題点
●  3,000
は低下傾向にあり近い将来の目
標達成は困難と推察

●  一方、弁護士への需要は顕在化
していない

●  現状の約2,000人の合格者数
でも弁護士の供給過多となり、
就職難が発生、OJT不足によ
る質の低下が懸念

勧告事項
●  司法試験の合格者数に関する
年間数値目標は今後の弁護士
の活動領域の拡大状況、法曹需
要の動向、法科大学院の質の向
上の状況等を踏まえ速やかに検
討すること（法務省）

法科大学院の
入学定員の
更なる削減、
他校との

統廃合の検討

問題点
●  文部科学省は法科大学院に定員
充足率向上を求めているが、充
足率が80％未満の法科大学院
は増加

●  定員削減に当たっては、非法学
部出身者及び社会人等の人材
を受け入れるとする改革の理念
に反しないよう注意することが
必要

勧告事項
●  定員充足率が向上しない法科
大学院に対し、更なる入学定員
の削減を求めること

●  在籍学生の教育に支障が生じ
ないよう、法曹養成制度の理
念、地域バランス等も勘案し法
科大学院の統廃合を検討

●  各法科大学院に対し、入学定員
の削減には未修者の確保に配
慮するよう促す（以上、文部科
学省）

法科大学院に対する
公的支援の見直し

問題点
●  法科大学院への公的支援の見
直し指標は、競争倍率及び司法
試験合格率の 2指標である
が、その運用に当たって配慮す
べき要素や付け加えるべき要素
がある

勧告事項
●  公的支援の見直し指標につい
ては、未修者への影響や教育の
質改善状況などを踏まえ、必要
な改善措置を講ずること

●  公的支援の見直し指標の競争
倍率については、定員充足率を
加味し改めること（以上、文部科
学省）



自殺予防対策に関する
行政評価・監視

勧告日：平成24年6月22日　勧告先：内閣府、文部科学省、厚生労働省

を
運
プ

　政府は、自殺対策基本法（平成18年法律第85号）に基づ
き策定した「自殺総合対策大綱」（平成19年6月8日閣議決
定。以下「大綱」という）において、平成28年までに、17年の
自殺死亡率（10万人あたりの自殺者数：25.5）を 20％以上減
少させるとの数値目標を設定しました。一方、年間自殺者数は平

成10年以降、14年連続して3万人を超えています。そこで、大
綱の見直し等関係施策の推進に資する観点から、自殺予防対
策の取組状況や、東日本大震災での自殺予防対策の課題等に
ついて調査を実施。その結果を取りまとめ必要な改善措置につ
いて勧告しました。

自殺予防対策に
係る

効果的施策の推進

大綱に基づく各施策の効果の

問題点
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●  

評価等は不十分
●  各種データや地方公共団体の
先進的な取組事例を活用した施
策の推進が不十分

勧告事項
●  施策の効果の評価方法等を検
討し、自殺予防対策の効果の評
価に基づく施策の見直しを推進
すること。大綱の施策全体につ
いて、総合的な評価を行うこと

●  地方公共団体の先進的な取組
事例を把握し、関係機関に情報
提供すること。これを活用し、自
殺の危険性が高い者の特性に
応じた対策を立てること

●  上記の指摘について大綱に盛
り込み推進すること（以上、内閣
府）

自殺に関する
相談事業を
実施する

民間団体に対する
支援の一層の充実

問題点
●  民間団体は自殺に関する相談
において重要な役割を果たして
いる状況

●  民間団体の相談事業の運営等
の実態・課題等の把握、支援が
不十分

勧告事項
●  民間団体における相談事業の
運営等の実態及び課題等の把
握を一層充実させること

●  民間団体の安定的な事業継続
の推進を図るための効果的な
方策を講ずること（以上、内閣
府及び厚生労働省）

東日本大震災に
関連した

自殺を防止するための
取組の一層の推進

問題点
●  長期的・継続的な被災者の心の
健康維持が課題

●  被災者を支援する業務に従事
する者の心の健康維持も急務

勧告事項
●  東日本大震災の被災者及び被
災者を支援する業務に従事す
る者の精神的負担の状況や症
状等に関する実態を把握し、心
の健康を維持するための長期
的・継続的な取組を推進するこ
と

●  上記の指摘について大綱に盛
り込み推進すること（以上、内閣
府）

気象行政評価・監視
（2回目のフォローアップ）

勧告日：平成22年11月26日　勧告先：国土交通省
2回目の回答日：平成24年6月18日

　近年、局地的な大雨等に伴う急な増水等の事故等が発生す
るなど、防災気象情報の重要度が一層増大しています。他方、
気象庁では、情報発表等に関するミスが相次いだことから、業務
の信頼性の向上を図るための対策に取り組んでいるところです。
　そこで、気象庁での警報等の適時かつ的確な実施、組織・業

務運営の効率化等並びに、民間気象事業者等の健全な発展
図るため、気象業務の実施状況、民間気象事業者等の業務
営の状況等を調査し改善措置を勧告。その後のフォローアッ
で改善が図られています。

大雨警報の適時
かつ

的確な発表等

問題点
●  管区気象台等19官署で発表
した大雨警報及び洪水警報
のうち、タイミング等に改善
の課題がある事例が約1割

●  改善には解析雨量の精度向
上等の複数の共通的な課題
が関係

●  アメダス観測所の観測環境
に係る設置基準が未充足

緊急地震速報の
高度化等

問題点
●  緊急地震速報の発表対象となる地震12
回のうち、対象予報区全域で主要動の到
達に間に合ったケースは１回のみ、予測最
大震度が5弱未満だったが、実際の最大
震度は5弱以上だったものが5回

●  「緊急地震速報」を見聞きした経験が「あ
る」と回答した住民は17.2％と少ない

組織及び
業務運営の
合理化・効率化

問題点
●  空港出張所業務の効率
化及び要員の効率的配
置の必要性

●  京都府内の気象業務は
2つの気象台（舞鶴、京
都）が地域を分担して実
施

改善事項の指摘

改善結果
●  解析雨量の計算・処理手順
（アルゴリズム）を改良し、平
成24年６月から導入

●  アメダス観測所周辺の観測
環境が変化した場合の対応
方針を定め、官署に通知（23
年11月）

改善結果
●  多機能型地震計を増設することで、発表ま
での時間短縮への効果に期待

●  平成24年度の前半に、新たな震度予測補
正値を導入、震度予測精度が向上

●  平成24年度に大深度地震計及び海底地
震計の観測データを用いた緊急地震速報
の実証実験を行い、運用開始予定。発表ま
での時間が短縮

●  平成23年12月1日に緊急地震速報の全
国的な訓練を実施。今後も継続的に実施
予定

改善結果
●  空港出張所の航空気象
観測所への移行につい
て、検討調整中。早けれ
ば25年度から順次移行
予定

●  舞鶴海洋気象台の海上
気象業務を除く業務
を、平成24年４月１日
付けで京都地方気象台
に移管
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就業構造基本調査は、国民の就業・不就業の実態を明らかにすることを目的とし、
「統計法」という法律に基づいた基幹統計調査として実施します。

この調査は昭和31年からほぼ５年ごとに行われ、今回が１６回目に当たります。

平成24年10月1日現在で
就業構造基本調査を実施しま

働く未来を考える

す

調査のしくみ

調査は
このようにして
行われます。

1

43

2

5

「
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調査員が全国の約47万世帯に調査票の記入の
お願いにうかがいます。

記入していただいた調査票は、調査員が回収にうか
がいます。

集められた調査票は、市区町村へ提出された後、
都道府県を経由して、最終的に総務省統計局へ送
られます。

調査票に記入された内容は、コンピュータを使って
集計され、様々な統計表が出来上がります。

集計結果はインターネットで公表されるほか、テレビ・
新聞などでも発表されます。

調査の対象世帯はこのようにして選ばれます
全国の世帯の中から、一定の統計上の抽
出方法によって選ばれた約４７万世帯につ
いて調査が行われます。これらの調査世帯
については、全国を約５０世帯ごとに細か
く区切った区域（国勢調査で設定されてい
る各地域）の中から、まず約３万２０００地
域を、次いで調査世帯を一定の統計上の
抽出方法によって選定しています。

調査員が9月下旬から調査の対象となるお宅に調
査票をお配りします。正確な統計を作成するため
に、調査の趣旨をご理解いただき、調査票の記入
をお願いいたします。

今回の調査で新たに調べること
今回の調査では、有期雇用契約の実態や、ワーク・ライフ・バランスの状況や、東日本大震災の影響を把握するため、
以下の調査項目も新たに調査されます。

雇用契約期間の
定めの有無・
一回あたりの
雇用契約期間」
「更新の有無」

雇用者について、雇用契
約に期間の定めがあるか、
またその1回あたりの契約
期間、実際に更新を何回し
たかを把握する調査項目で
す。これまでも、正規・非正
規雇用の差異を各方面か
ら捉えていましたが、この項
目により、有期雇用契約労
働者の状況についてより詳
細に把握することができるよ
うになります。

「育児・介護の
状況に
ついて」

ふだん育児や家族の介護
をしているかどうか、また育
児・介護に係る支援制度
の利用の有無を把握する
調査項目です。少子高齢
社会において、育児と介護
は就業との関係が注目され
ている事項であり、ワーク・
ライフ・バランスの分析、雇
用環境改善のための基礎
資料として利用されます。

「東日本大震災の
仕事への影響」

昨年発生した東日本大震
災は、我が国の就業にも大
きな影響を与えました。そこ
で震災の仕事への影響や
避難の状況などを把握する
ことにより、被災地域の雇
用を中心とした復興対策や
大規模な自然災害の発生
時における雇用対策の基
礎資料として利用されます。

調査票の記入内容は統計法に基づき厳重に保護されます
就業構造基本調査によって集められ
た調査票の記入内容は、統計法によ
って保護されています。統計調査員
等の統計調査に携わる者には厳格な
守秘義務が課されているほか、調査
票の記入内容は外部の人の目に触れ
ることのないよう厳重に保管され、統
計を作成した後、溶解処分するなど
厳重に保護されています。

また、統計法では正確な統計を作成
するために、調査票に記入して提出
する義務（報告義務）が定められて
います。

More
Info

就業構造基本調査の詳細は，総務省統計局ホームページでご覧いただけます。
http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/index.htm



七戸十和田駅
七戸庁舎

八幡岳
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七戸町役場本庁舎

道の駅しちのへ

町
民
み
ん
な
の
ア
イ
デ
ア
で

未
来
を
つ
く
り
出
す
ま
ち

八
甲
田
連
峰
の
麓
に
広
が
る
自
然
豊
か
な
田
園
の
ま
ち
。

そ
こ
で
は
、
子
ど
も
か
ら
お
年
寄
り
ま
で

町
民
一
人
ひ
と
り
が
ま
ち
の
未
来
を
考
え
、

そ
の
ア
イ
デ
ア
を
実
現
す
る
た
め
の
挑
戦
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

撮
影
：
宇
賀
神
善
之
　
写
真
提
供
：
七
戸
町 七し

ち

戸の
へ

町ま
ち

青
森
県

20MIC   September 201221 MIC   September 2012

青森県

七戸町

CITY PROFILE

人口：17,479人（平成24年7月31日現在）

面積：337.23km²

HP：http://www.town.shichinohe.lg.jp/

八
甲
田
山
麓
に
広
が
る

自
然
豊
か
な
ま
ち

　
八
甲
田
連
峰
の
東
に
位
置
す
る

上
北
郡
七
戸
町
。
山
々
に
囲
ま
れ

た
丘
陵
地
帯
に
美
し
い
田
園
が
広

が
っ
て
い
ま
す
。
夏
は
「
や
ま

せ
」
と
呼
ば
れ
る
偏
東
風
の
影
響

で
気
温
が
上
が
ら
ず
、
冬
は
季
節

風
の
影
響
で
曇
天
が
多
い
特
有
の

気
候
の
中
、
長
い
も
や
に
ん
に
く

を
は
じ
め
と
し
た
様
々
な
農
産
物

が
生
産
さ
れ
て
い
ま
す
。
古
く

か
ら
名
馬
の
産
地
と
し
て
も
有
名

で
、
良
馬
の
繁
殖
を
願
っ
て
奉
納

さ
れ
た
「
南
部
小
絵
馬
」
な
ど
の

貴
重
な
文
化
が
残
っ
て
い
ま
す
。

新
た
な
玄
関
口

新
幹
線
開
業

　
平
成
22
年
12
月
、
長
年
待
ち
望

ま
れ
て
い
た
東
北
新
幹
線
の
七
戸

十
和
田
駅
が
開
業
し
ま
し
た
。
八

甲
田
連
峰
、
十
和
田
湖
、
下
北
半

島
な
ど
の
観
光
地
に
最
も
近
い
新

幹
線
駅
と
し
て
、
新
た
な
誘
客
が

期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

七
戸
町
に
は
新
幹
線
以
外
の
鉄
道

路
線
が
あ
り
ま
せ
ん
。
シ
ャ
ト
ル

バ
ス
や
観
光
タ
ク
シ
ー
の
整
備
、

駅
前
駐
車
場
の
無
料
化
な
ど
、
二

次
交
通
網
の
整
備
を
進
め
て
い
ま

す
。

　
長
い
間
、
車
し
か
交
通
手
段
の

な
か
っ
た
七
戸
町
に
と
っ
て
、
新

幹
線
開
業
は
大
き
な
契
機
と
な
っ

て
い
ま
す
。
新
幹
線
利
用
者
を
ど

の
よ
う
に
し
て
中
心
市
街
地
へ
と

誘
導
し
、
町
内
経
済
を
活
性
化
さ

せ
る
か
、
後
述
の
「
ま
ち
づ
く
り

1
0
0
人
会
議
」
を
通
じ
て
地
元

の
魅
力
を
再
発
見
し
、
町
民
同
士

が
様
々
な
ア
イ
デ
ア
を
出
し
合
っ

て
、
自
分
た
ち
が
で
き
る
こ
と
か

ら
挑
戦
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

まちづくり100人会議のメンバー＠町内の歴史
的建造物、旧味噌・醤油醸造所「山勇」前。

柏葉公園から見渡す、霧
雨の七戸市街地。江戸時
代には奥州街道の宿場町
として繁栄を築いた。

平成14年に廃線となっ
た南部縦貫鉄道のレー
ルバス。ファンからの強
い要望により車体が保
存されており、春に行わ
れる体験乗車も人気。

特産品のにんにくは道の
駅でも人気。6～7月に
収穫し、1カ月乾燥させて
から店頭に並べられる。



が
行
き
交
う
町
に
」
の
4
テ
ー
マ

に
分
か
れ
て
の
論
議
は
非
常
に
活

ススての、光図渓で

は
、
産
学
官
連
携
に
よ
る
E
V
観

光
を
検
討
し
て
お
り
、
環
境
保
全

は
も
ち
ろ
ん
、
観
光
、
産
業
の
振

興
も
視
野
に
入
れ
た
取
組
が
始
ま

っ
て
い
ま
す
。
豊
か
な
自
然
を
守

り
、
そ
れ
を
地
域
振
興
に
生
か
す

た
め
、
七
戸
町
の
「
環
境
エ
ネ
ル

ギ
ー
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
は
さ

ら
に
加
速
し
て
い
き
ま
す
。

て
い
る
の
で
す
。

未来の七戸は
自分たちの手でつくる！

地方力

1
まちづくり100人会議
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東
北
新
幹
線
七
戸
十
和
田
駅

開
業
か
ら
1
年
を
迎
え
よ
う
と

し
て
い
た
昨
年
11
月
、「
七
戸

の
明
日
を
考
え
る
　
ま
ち
づ
く

り
1
0
0
人
会
議
」
が
開
催
さ

れ
ま
し
た
。
12
歳
か
ら
82
歳
ま

で
、
年
齢
も
職
業
も
バ
ラ
バ
ラ
の

1
1
4
人
が
一
堂
に
会
し
、
七

戸
町
の
未
来
に
つ
い
て
話
し
合
っ

た
の
で
す
。

「
子
ど
も
が
の
び
の
び
育
つ
町

に
」「
お
年
寄
り
が
生
き
生
き
暮

ら
せ
る
町
に
」「
若
者
が
希
望
の

も
て
る
町
に
」「
ま
ち
な
か
に
人

発
で
、
55
も
の
新
し
い
ア
イ
デ
ア

が
出
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
中
で
も

と
く
に
人
気
を
集
め
た
提
案
は
実

行
に
移
さ
れ
る
こ
と
が
決
ま
り
、

今
年
2
月
に
は
「
七
戸
の
伝
統
特

産
品
発
掘
」
と
し
て
「
漬
物
テ
イ

ス
テ
ィ
ン
グ
」
が
実
際
に
開
催
さ

れ
ま
し
た
。

　
ア
イ
デ
ア
を
実
行
に
移
す
の
は

簡
単
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か

し
、
七
戸
の
町
民
は
、
自
分
た
ち

で
で
き
る
こ
と
か
ら
何
で
も
や
っ

て
み
る
こ
と
で
、
明
日
を
見
据
え

た
未
来
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

平成23年11月に開催された「まちづくり
100人会議」。総務省「地域力創造のため
の起業者定住促進モデル事業」の一環とし
て招へいされた外部専門家も指導。

平成24年2月に開催さ
れた「漬物テイスティン
グ」。七戸の各集落で
は、おばあちゃんたちが自
分たちの漬物を持ち寄る
会合が昔から行われてい
たという。

平成24年8月に行われた
ヒナコウモリ観察会。七戸
町は全国でも珍しいヒナコ
ウモリの繁殖地である。

クリーンな
都市を目指して

地方力

2
環境エネルギー
推進プロジェクト

　
太
陽
光
発
電
や
E
V
充
電
ス
タ

ン
ド
が
整
備
さ
れ
て
い
る
「
道
の

駅
し
ち
の
へ
」。
充
電
が
完
了
し

た
電
気
バ
ス
が
、
町
役
場
へ
向
け

て
出
発
し
ま
す
。
驚
く
の
は
、
そ

の
エ
ン
ジ
ン
音
の
静
か
さ
。
あ
い

に
く
の
霧
雨
を
払
う
ワ
イ
パ
ー
の

音
が
、
車
内
に
響
く
ほ
ど
で
す
。

　
七
戸
町
で
は
平
成
22
年
12
月
、

全
国
の
自
治
体
で
初
め
て
電
気
バ

ス
を
導
入
し
ま
し
た
。
排
気
ガ

を
出
さ
な
い
ク
リ
ー
ン
な
バ

は
、
町
民
の
足
と
し
て
浸
透
し

い
ま
す
。
ま
た
、
電
動
自
転
車

無
料
レ
ン
タ
ル
も
行
っ
て
お
り

二
酸
化
炭
素
削
減
と
と
も
に
観

客
の
中
心
市
街
地
へ
の
誘
導
も

っ
て
い
ま
す
。

　
七
戸
十
和
田
駅
か
ら
奥
入
瀬

流
・
十
和
田
湖
に
至
る
地
域

七戸町では、全国の自治体でいち早く、
町内のコミュニティバスとして電気バスを導
入。無料で利用できる。

「道の駅しちのへ」にあ
る充電スタンド。電気バ
スは1回60分の充電で
60km走行可能だという。

七戸十和田駅など町内
数カ所で電動アシスト自
転車を無料貸し出し中。
エコな街めぐりが可能に。

「何でもやってみるべ」の精神で
住んでいて楽しいと思えるまちに
まちづくり100人会議実行委員長 田中清一さん

　七戸に招いたまちづくりアドバイザーか

ら、住民による大規模なまちづくり会議の

ことを聞いたのがきっかけで、この町でも

多くの人が集まり、話し合うことで、次に

つながるエネルギーが生まれるのではない

かと思いました。正直不安でしたが、当日

は100人を超える町民が、肩書きも世代

も超えて集まり、様 な々アイデアが飛び交

う有意義な会議になりました。参加者の

アンケートでも、9割の方から「楽しかった」

「またやりたい」と前向きな回答をいただ

くことができ、町民の意識を変えるきっか

けにもなったと思っています。

　目標は、町民が自ら「楽しい」と思える

まちにすることです。この会議でできた新

たなつながりを、今後もっと深めていき、

自分たちができることから一歩ずつ実現し

ていきたいと思っています。

田中さんを囲む「まちづくり100人会議」の
実行委員会のメンバー。強い団結が実行力
につながっている。
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